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一文一一部珊一一望一一一展一

Productive Agingの概念とその可能性に関する検討
ーデモグラフィックデータの分析からー

Examination about a generaI idea of Productive Aging and the possibility; 

The analysis of demographic data 

(大阪大学大学院人間科学研究科博士後期課程) 中原 純

Abstract 

In this study， using the Japanese demographic data being simi1ar to the ones in仕oducedby 

Simonsick (1995)，也eau也ordiscussed也ecapabi1ity of Productive Aging in Jap血・ Asa result， 

given血eincreasing 1ev巴lsof health condition and educational attainment， rates of women and being 

60th in younger cohort， which are factors of productive activity， we should expect to see higher 1ev-

巴lsof productive activi句rin也知ree1der1y cohorts. So， when we discussed the capabiliザ ofProduc-

tive Agi且gin Japan by demographic data， came to the conclusion也atJapanese present situation 

would have advanced in the Productive Aging society. 

Key word : Productive Aging， demographic data， base at仕ibute

1 Productive Agingの概念

1970年代から1980年代のアメリカ社会において、 60、70代になっても、 50代のときのように

健康で活動可能な高齢者が増加してきた。そして、健康で活動可能な高齢者は生活全般が「余

暇」のような生活では満足せず、退職後に余暇や家族サーピス以外の主要な役割に興味を示す

こととなった。ところが、当時のアメリカ社会では高齢者は弱く、役に立たない存在というス

テレオタイプ、つまり年齢差別 (ageism)が存在し、高齢者が社会的役割を得ょうとすると

障害が大きかった (Caro，Bass， & Chen， 1993)。そこで、このような年齢差別に対して反発

するためのスローガンとしてButler(1975)が提唱した言葉がProductiveAgingである。

Butler (1975)はProductiveAgingの定義を必ずしも明確にしなかったため、その後、多

くの研究者がProductiveAgingの概念を独自に考察していくことになった。 Caroet al. 

(1993)がまとめたものを中心に紹介すると、 ProductiveAgingとは、経済的な考えとは切り

離した概念 (Butler& Gleason， 1985)、金銭的な代償ではなく成果に基づくもの (Pifer& 

Bronte， 1986)、対価が支払われなければならないものやサーピスを作り出す活動 (Morgan，

1986)、対価が支払われるかどうかは関係なく、ものやサービスを作り出すすべての活動

(Herzog， 1989)、といったように様々な考え方が存在する。また、定義が一つに定まらないた

めか、定義をすることなく ProductiveAgingの言葉を利用する研究 (e.g.，Kerschner & But-

ler， 1989; Menec， 2003; Moody， 1988; Somers， 1988) もある。

さて、以上述べたように海外において定義が試行錯誤されている ProductiveAgingである

が、日本においてどのように捉えられているのであろうか。前田 (2003)は適切な言葉はまだ

ないとしながらも ProductiveAgingを「生産的老後」と翻訳し、高齢者の社会参加と関連す

る概念であるとしている。小川 (2003)は「生涯現役」と翻訳し、高齢者が健康長寿であるだ



けでなく、自分を取り巻く社会的ネットワークの中で信頼関係を構築し直す努力を果たすこと

がproductiveであると述べている。また、岡 (2003)は「生産的な老い」と翻訳し、社会参

加と well-beingの関係を重要視する概念であるとしている。さらに、柴田 (2005)はproduc-

tivityの意味を「有償労働、無償労働、高齢者の相互扶助、奉仕・ボランテイア活動を高齢者

自身が行う力」としている。以上のように、日本においても決まった翻訳は存在せず、当然定

義も多様であるが、 ProductiveAgingを考える上で「社会参加」という言葉がキーワードと

なっていることがわかる。このことから、 ProductiveAgingは、高齢者の個人的な満足を満

たすことのみが高齢者の幸福につながるという、高齢者を社会から切り離した存在とする考え

方ではなく、高齢者の幸福はSuccessfulAgingの中心概念である個人的満足と共に社会的貢

献によってもたらされるという、いわば共生者として位置づける考え方であるといえる。

rr Productive Agingに関するデモグラフイツクデータ
上記のように、研究の中での言葉としてProductiveAgingは扱われているが、実際に実証

的なデータとして、 ProductiveAgingが扱われたことはほとんどない。そういった状況の中

で¥Simonsick(1995)は、共著 rPromotingSuccessful and Productive AgingJにおいて、

productiveな活動を、 fl.雇用労働のみ」、 f2.非雇用ではあるが経済的に貢献する活動を

含む(ボランテイア活動、介護、子育て支援など)J、f3.個人的な活動まで含む(旅行、ゴ
ルフなど)Jの3段階で定義し、デモグラフイツクデータを用いて、 ProductiveAgingの可能

性に関する検討を行っている。データの内容としては、人口構成、結婚状況、身体的機能、認

知機能、最終学歴、雇用労働状況などであった。そして、特に日本においては、未だ概念整理

の段階であるためか、 ProductiveAgingに関して実証的なデータを用いた検討は行われてい

ない。そこで、本論文では、 Simonsick(1995)において紹介されたデータと類似する、日本

において公表されているデータを利用して、日本における ProductiveAgingの可能性に関す

るf食言すを行うことを目的とする。

1 .年齢階級別人口と男女構成比

まず、日本における年齢階級別人口と男女構成比に関して概観する (Figure1)。データは

全園、年齢階級別人口(総務省統計局， 2006)を利用した。最も人口として多いのは、 55・59

歳の年齢階級であり、 10，352千人であった。この世代は団塊の世代と呼ばれる世代を含む世代

であり、との世代の高齢期を考えることがProductiveAgingの今後10年の課題であるといっ

ても過言ではないで、あろう。次に、男女の構成比に関してみると、年齢が高くなるほど女性の

割合が高まり、 85歳以上では72.1%にまで上昇している。以上のことから、 ProductiveAging 

においては、団塊の世代の男女と高齢であっても元気な女性に対して焦点を当てる必要性が示

唆される。

2.年齢階級別結婚状況

2つ目は年齢階扱別結婚状況に関して概観する (Table1)。データは年齢階級別、配偶者

関係別15歳以上人口(総務省統計局， 2000)を利用した。 Table1から、加齢とともに配偶者

との死別を経験する人の割合が増すことがわかるが、特に女性においては85歳以上で85.9%も

の人が配偶者との死別を経験している。また、 65・74歳の前期高齢者であっても、 3割近くの
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50-54 55-59 6l-64 65-69 70-74 75-79 80-84 85+ 

年齢階級
注全国、年齢5歳階級別人口(総務省統計局， 2006)より作成。
URL: http://www.stat.goゐ/data/jin叫/ts此i/index.htm(2006.5.27取得)

Figure 1. 年齢階級別人口と男女構成比

Table 1 結婚状況 (2000年10月1日現在)

画

人口総数(千人)

結婚状況(%)
既婚

未婚

離別

死別

50“64歳 65-74歳 75-84歳
男性 女性 男性 女性 男性 女性

13，250 13，662 6，027 6/)79 2，541 4，224 

84.7 79.8 86.9 62.4 80.2 31.8 

7.0 4.5 2.1 3.9 1.1 2.8 

85歳以上

男性 女性

653 1，580 

59.6 7.7 

0.8 1.6 

4.6 6.4 2.7 4.1 1.4 3.1 0.9 1.8 

2.2 8.4 7.0 28.5 15.6 60.4 36.4 85.9 

年齢階級、配偶関係別15歳以上人口(昭和40年一平成12年)(総務省統計局， 2000)を基に算出。

URL: http://www.stat.go担jdatajnenkanj02.h回 (2006.5.27取得)

女性が配偶者を失っている。配偶者が存在しないことによる役割の欠如は心理的 well司being

にネガテイブな影響を与えることが示されており (Green五eld& Marks， 2004)、そのネガテイ

ブな影響を緩衝するものとして ProductiveAgingの活動のlつであるボランテイア活動の効

果が示されていること (Greenfield& Marks， 2004)から、特に配偶者がいない人にとって

Productive Agingは重要であるかもしれない。そういった観点からも、死別を多く経験する

女性に焦点を当てる必要性が示唆される。

3.年齢階級別日常生活動作

3つ目は年齢階級別日常生活動作に関して概観する (Figure2)。データは平成16年国民生

活基礎調査(厚生労働省， 2004) を利用した。 Figure2から、 55-64歳の日常生活動作に問題

がない人の割合は男性で88.8%、女性で88.0%である。一方で65-74歳の日常生活動作に問題が

ない人の割合は男性で81.5%、女性で80.6%となり、 55-64歳の人と比較してやや減少する。さ

らに、 75-84歳の人では、男性で72.0%、女性で69.0%となり55-64歳の人と比較して約20%減少

する。 ProductiveAgingにとって、日常生活動作に問題がないことは大変重要な要因となる
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可能性が高い。そういった点から、 64歳以下の早期退職者や身体的機能を維持している前期高

齢者などがProductiveAgingの対象として浮かび上がってくる。

(%) 

100 

80 

~60~11 11  11  Il ~固
合
40 

20 

4ι54 55-64 65-74 75-84 85+ 

年齢階級

注 平成16年国民生活基礎調査(厚生労働省， 200¥)より作成.
URL:h役p1fwww.mhlw・goゐftoukcifsailanlhwfk-tyosalk-tyosa04find叫凶 (2∞6.6.5取得)

Figure 2. 年齢階級別、日常生活動作に問題がない人の割合

4.年齢階級別最終学歴

4つ自は年齢階級別最終学歴に関して概観する (Figure3， 4)。データは1999年社会保障・

人口問題基本調査(国立社会保障・人口問題研究所， 2001)を利用した。 Figure3およびFig-

ure 4から、男女ともに年齢が若くなるほど最終学歴が高くなることは明白である。男女の違

いとしては、大学・大学院の最柊学歴を持つものの割合が、 40-44歳の男性で36.0%であるのに

対して、同年齢の女性で12.0%となっており、今後約10年は女性よりも男性の最終学歴が高い

世代が高齢期を迎えていくことになりそうである。 ProductiveAgingの代表的な活動である

ボランテイア活動を取り上げると、最終学歴は活動の大きな規定因となる可能性が示唆されて

おり (Bowen，Andersen， & Urban， 2000; Okun， 1994; Wilson & Musick， 1997)、重要な変

数であると考えられる。高学歴であることが規定因となるような ProductiveAgingの活動で

(yJ 

E l幽開爾aIIIIIII~IIIIII脚111問111111111側|目111111111111111111 ~ 

相-44 4541 :<>54 ;55.$ roo4品目';U-7475-79 8).割包+

年齢階級

注 1999年社会保障・人口問題基本間査(国立社会保障・人口問題研究
所.2001)より作成。
口問.:http://wwwlp且，go，jp/ps-dロ阻iljlD。凶4!NSHC99.h回11(2006.6.4取得)

Figure 3. 男性の年齢階級別最終学歴

(YJ 

100 

剖

6<J 

40 

却

+0-4-1- f5.{9 .50.5-1- 55.ら:>> .0ド叫 aS-iP 70ド.1+ 1.5ム79 00必.".

年齢階級

注 1999年社会保障・人口問題基本間査{国立社会保障・人口問題研究

所.2001)より作成凶
URL:bttp:l /wwwlp目白go.jp/p吋 otai/jlDo阻i4!NSHC99.h白川2∞6.6.4取得)

Figure 4. 女性の年齢階級別最終学歴
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あれば、女性よりも男性の方がその実現の可能性を秘めていると捉えることも可能かもしれな

¥t)。

5.外出状況

5つ目は外出状況に関して、性別、年齢階級、健康状態、社会参加活動別に概観する。デー

タは平成10年度高齢者の日常生活に関する意識調査(内閣府， 1998)を利用した。まず、年齢

階級と性別で区分した外出状況を Figure5およびFigure6に示した。 Figure5およびFig-

ure 6から、男女共に年齢が上がると外出することがほとんどない人の割合は増えてくる。し

かし、男性では積極的に外出する人の割合が70-74歳で62.0%、75-79歳で53.2%、80歳以上で

60.6%となっており、それほど割合に変化がみられないのに対して、女性では70-74歳で61.5%、

75-79歳で46.6%、80歳以上で36.8%となり、加齢によって大きく減少していることがわかる。
〈時〉

100 "四ーー 「ー「 τ?可 作烹宿 区烹m 田「原支m m万l8 医宗TIl ~言明 同市羽 田家育審

却ト l印刷州 日間同日illl 附柑柿耐 応ワ7A 屋重量 田ト l目酬刷脚削 l冊酬聞 静子賞 !:1:1:1:1 1国外い出するととはほとんどな

ヨ家族や他の人かち誘われて

目目 目::tl 11 III~IIII 
も極力外出はしない方マあ

網戸線悼の人制動ば仕方な01-出する方であ
る

阻家り族、や仲間f也句が人いにれ訴ばわ外れ出たする

20ト・・・・----
tIl-出 65.69 乱74 75.79 80+ 

年齢階級

注 平成10年度高齢者旬日常生活に閲する意話調査〈内閣

府.1198)より作成。
UHl;http蜘 ww宮C岨 F主Ikou:ei品脳血10_50唱。u1a._Zl.
htm (nJ凶6.4)

Figure 5. 男性の年齢階存期U外出状況

割

合

(%) 

1日日 ， 

2日}

20 f 

I:::;;::::~ 

---
JHf<lI99λ2 菅泡(Sl4人〉 不且(511人〉

健康吠!l~

2主 平成10年度高齢者明日常盆捨に関する意際調査〈内閣
府.19田〉より作成。
UHL:祉惨:I!v.噌w8.c回 E吋pl'm町副出肺M日l_sougoula_22
Iim (耳1J6.6.4)

Figure 7. 男性の健康状態別外出状況

方である

2日ト・・・ ---園方自分かち積極的に外出する
_1  マある

60-64 65.69 70-74 7.ι"9 80+ 

年宣告Jif級
主主 平成10年度高齢者冊目常生活に関する意礎調査〈内閣
府.199&)より作成。
日配 http://.阿世間o.goお畑町d怨h凶hIO_，。唱。uI~Zl.
h凪〈耳目丘6.4)

Figure 6. 女性の年齢階級別外出状況

(%) 

100 r 
日豪面苓

釦卜 移勿づタ勿| |ロ弁出するととほぼとんどな
い

薗家極按や力弁{世司出人から誘わ方れで若乃| もる … 守
E京族やf世の人から誘われれ
ば仕方なく外出するコヲ，，:r，
る
国家族や他国人に践われた
り、仲間がいれば持出する

2 ト --|血方自分でかあるち顎極的に外出する

方"doる

参加 (830人〉 不参加(1452人〉

社会参加活動

主主 平成10年度高齢者司百帯主活に閲する意諮問査〈内閣
府. 1m)より作成。
URl.:http://www8.c岨 goJpA<o叫;..出血10_5ougot1a._22. 
htm (却6.6.4)

Figure 8. 社会参加活動別外出状況
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また、健康状態別にみた外出状況を Figure7、社会参加活動別にみた外出状況を Figure8 

に示した。 Figure7から、健康状態が良好な人で積極的に外出する人の割合は65.1%であるの

に対して、健康状態が不良な人では43.4%と大きく減少している o 一方で、健康状態が普通の

人は61.5%であり、健康状態が良好な人と違いが見られないことから、重い病気や怪我を抱え

ていない人であれば外出上の支障はないと考えられる。さらに、 Figure8から、社会参加活

動に参加している人の方が不参加の人よりも積極的に外出していることがわかる。現在の社会

参加活動は外出して行われるものが中心であるということが伺える。

6.年齢階級別労働力人口

6つ目は年齢階級別の労働力人口について概観する (Table2)。データは労働力調査特別

調査(総務省統計局， 2001)を利用した。 Table2から、男女ともに65歳以上で非労働力人口

の割合が大きく上昇することがわかる。これは、日本の会社の多くが定年を65歳前後と定めて

いることを表しているのではないかと考えられる。なお、この非労働力人口とは、心身に障害

のある人のように就業能力のない不就業者、および就業の能力はあっても家庭の主婦や学生の

ように就業せず、かつ仕事を求めてもいない者によって構成されるため、たとえ心身が健康で、

あっても高齢者であるというだけで非労働力人口にカウントされてしまっている可能性のある

値である。雇用労働に対する意欲に関しては述べることはできないが、 Figure2からわかる

ように、前期高齢者であれば健康状態は64歳以下の人と比較しても極端に劣るということはな

い。以上のように考えるならば、 65歳以上の男性633万人、女性1，128万人のうちの多くが雇用

労働は十分可能であると考えられる。

Table 2年齢階級別労働力人口

男性 女性

35-44 45-54 55-64 65+ 35-44 45-54 55-64 65+ 

総数 789 975 785 949 781 981 827 1321 

1.労働力人口 773 945 653 316 517 689 408 192 

1-a.就業者 744 912 611 307 494 668 392 191 

1-b.完全失業者 29 33 42 9 23 21 16 1 

2.非労働力人口 15 29 131 633 264 290 419 1128 

労働力調査特別調査(総務省統計局， 2001)より作成。
URL; http://www.stat.go.jp/data/routoku/200108/index.htm (2006.6.4取得)

E テ、モグラフィックデータか5考える ProductiveAgingの可能性

本研究においては、日本において公表されているデモグラフイックデータを用いて、 Pro“

ductive Agingの可能性について検討することが目的であった。ここでまず、デモグラフイツ

クデータから示されたことをまとめることとする。

前節のデモグラフイツクデータから、高齢期には女性の割合が高くなる、高齢女性の多くが

死別を経験する、前期高齢者であれば日常生活動作に関しては64歳以下の人と大きくは違わな

い、最終学歴はこれまで、の高齢者よりもこれからの高齢者の方が高い、女性の場合は年齢階級

が上がるとある程度は外出しなくなる、男性の場合は年齢階級によって外出状況は違わない、
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外出状況は健康状態に大きく左右される、外出状況は社会参加活動に大きく左右される、男女

ともに65歳以上で非労働力人口が飛躍的に増加する、ということが確認された。

ここで、 ProductiveAgingの代表的な活動であるボ、ランテイア活動を取り上げると、活動

の促進要因として、年齢が60代であること(U.S.Census Bureau， 2002)、男性よりも女性で

あること(u.S. Bureau of Labor Statistics， 2003)，高学歴であること (Bowenet al.， 2000; 

Okun， 1994; Wilson & Musick， 1997)，健康状態が良好であること (Bowenet al.， 2000)な

どがあげられている。これらの研究と現在の日本の状況を照らし合わせると、今後約10年間は

60代の人口が多くなり、高齢期には女性の割合カ宝増え、これまでよりも高学歴で健康状態も良

好な人が多くなることから、少なくともボランテイア活動に限っては促進されていくと考えら

れる。また、健康状態、社会参加活動、外出状況は相互に関連していると考えるならば、健康

状態の良好な非労働力人口は、 ProductiveAgingの実現に向けた予備軍と考えることもでき

る。

以上のことから、デモグラフイツクデータを用いてProductiveAgingの可能性を検討した

場合、現在の日本の状況はProductiveAging社会へ向けて進んでいると十分に考えられる。

この結論はアメリカ合衆国の分析を行ったSimonsick(1995) とほぼ同様の結論であり、一定

の妥当性はあるであろう。今後、高齢者において、 ProductiveAgingすなわち社会参加の需

要が増すことが予想されるため、その需要に対して十分な量の受け皿を用意し、 Productive

Aging社会へ向けた準備を社会全体が行っていくことが必要となってくるであろう。
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